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1
【差別の禁止】
・性別、年齢、人種、出身などによる差別がないことを確認している

基本 社会

・採用や育成・昇進・福利厚生等、制度面において差別しない体制が構築されている
・PRIDE指標ゴールドに認定
・ＬＧＢＴQ等性的マイノリティへの理解浸透に向けた研修の実施、ALLYグッズの配布
・人権に関する悩み・相談窓口の設置
・人権にちなむ標語、ポスターの募集、優秀作品の紹介

○ ○ ○ ○

2
【ハラスメント禁止】
・セクハラ、マタハラ、パワハラ等のハラスメントを防ぐ、ルール・教育・相談体制が整備されている

基本 社会
・各種ハラスメントの理解を深めるための研修、セミナーの実施
・ハラスメント相談窓口の設置

○ ○ ○

3
【労働時間】
・過度な⻑時間労働が⾏われていない

基本 社会

・スーパーフレックス勤務の導入、サテライトオフィスの設置、テレワークを推進する
ことで、場所や時間に捕らわれない多様な働き方を許容する体制が整備されている
・36協定等労働基準法の理解促進に向けた勉強会の開催
・労働生産性向上及び時間外藤堂適正化に向けたワークライフバランス協議会の開催

○

4
【外国人労働者】
・外国人労働者の差別、人権侵害がないことを確認している

基本 社会
人種、国籍にかかわらず多様な人材が活躍できる職場づくりを推進
採用や登用についても、日本人と変わらない条件で実施している

○ ○ ○

5
【労働安全衛生】
・作業中の事故等を防ぐため、安全で衛生的な労働環境が整備されている

基本 社会

・社員向けに各種研修を実施（危険予知研修、安全講習 等）
・事故事例や安全施策に関するＨＰ、サイネージでの紹介
・安全大会の開催（作業・交通事故等の共有、各種安全施策の紹介 等）
・安全管理者、衛生管理者資格の取得推進

○ ○

6
【メンタルヘルス】
・労働者のメンタルヘルスを良い環境で維持できるように施策を実施している

基本 社会

・メンタルヘルスに対応した休暇、休職制度の充実
・メンタルヘルス面談の実施（新入社員、人事異動後社員 等）
・メンタルヘルスケア研修の実施（管理者向け。社員向け）
・ストレスチェック（全社員）の実施。実施結果の管理者へのフィードバック、改善に
向けた対応

○

7
【ダイバーシティ経営の促進】
・多様な人材（女性、外国人、障がい者、高齢者等）を活かし、十分に活躍できる環境が整備されている

基本 社会

・くるみんに認定
・えるぼし（最高位）に認定
・多様な人材が活躍できる社内制度を設けている
・多様な人材の活躍状況を社内外に積極的に発信している
・仕事と育児・介護の両立に向けた、ハンドブックの配布、各種研修・セミナーの開催
・育児、介護、パ＾トナーの転勤で退職者した社員の再雇用促進

○ ○ ○

8
【健康経営】
・従業員への健康投資による生産性の向上等の組織の活性化に取り組んでいる

応用 社会

・健康経営優良法人「金の認定」取得
・生活習慣病対策として、ICTを活用した特定保健指導の実施
・社員⾃身による変調の把握（セルフケア）および、上⻑とのコミュニケーション（ラ
インケア）を促すパルスサーベイを導入する等のメンタルヘルス対策の実施

○ ○

9
【人材育成】
・労働者に適切な能力開発、教育訓練の機会を提供している

応用
社会、経

済

・業務分野、職務層毎の研修体系を整備
・ｅ-ラーニング教材、通信教育講座（1418講座）をラインアップ
・社内資格、社外推奨取得者への奨励金制度

○ ○ ○

10
【雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保】
・雇用形態に関わらず、同一労働同一賃金等の原則に沿った対応を⾏っている

応用
社会、経

済
○ ○

企業・団体名（ 株式会社ドコモＣＳ山梨支店 ）

【基本的な事項】

SDGs達成に向けた取組チェックリスト
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11
【廃棄物】
・廃棄物の管理を適切に⾏い、また削減に努めている

基本 環境

・通信設備のリサイクルや通信機器のリユースを⾏っている
・使用済み携帯端末の回収及びリサイクルの取組みを推進
・脱プラスチックの取組みの推進（100%紙製の紙袋・スマートフォン部品）
・紙資源削減の取組みの推進（全国DSでのデジタルサイネージ設置、取り扱い説明書の
電子化請求書・明細書、電子化、キャッシュレス決済の推進）
・環境省より一般廃棄物・産業廃棄物広域認定制度の認可を取得

○ ○ ○

12
【エネルギー】
・⾃社のエネルギー使用量を把握し、エネルギー利用の効率化を進めている

基本 環境

・電力消費が少ない通信設備への更改や効率をあげるための取組推進
（高効率空調、電源設備の導入促進、省エネ機器の導入等）
2030年度には、2013年度に比べて同じ電力量で10倍以上の通信ができることを目標に
取り組みを進めています。

○   ○

13
【温室効果ガス】
・⾃社の温室効果ガスの排出量を把握し、削減を進めている

基本 環境

IOWNの導入や再生可能エネルギーの開発・利用拡大、カーボンニュートラルに貢献す
るサービス提供等により、事業活動および社会における温室効果ガス削減に取り組みま
す。
・ネットワークの省電力化
・ドコモショップのグリーン電力化（太陽光パネルからの直接給電、再生可能エネル
ギープランの活用）
・サプライチェーンの温室効果ガス排出量を削減
・再生可能エネルギーを活用したサービスの展開（ドコモでんきGreen,グリーン５G
等）
・カボニュープラットフォームの提供
・社用車の100％EV化※2030年度末
・2030年度までに温室効果ガス排出量を実質ゼロにする「2030年カーボンニュートラル
宣言」を社外に発表

○ ○ ○

14
【有害化学物質】
・法令等で規制されている有害化学物質を把握し、使用量の削減及び適切な使用に努めている

基本 環境 ・NTTドコモ グリーン調達基準を制定し、有害物質の使用の管理をしている ○ ○ ○ ○

15
【生物多様性】
・⾃社活動が生物多様性や生態系に悪影響を及ぼさないよう配慮している

基本 環境

・30by30アライアンスの参加(2030年までに陸翔海の30％以上を健全な生態系として保
全する）を目標とする）
・ドコモの森作りの推進（⾃然環境保護・全国47都道府県49か所開設）
・シェアサイクルサービス、カーシェアリングサービスによるCO２削減を図っている

○ ○

16
【水の管理】
・⾃社の水の利用状況を適切に管理し、利用効率の改善に努めている

応用 環境
・ICTを活用した農業用スマート水管理システム（管理労力削減、節水、節電）
・中水や雨水を使用による、上水の使用量の削減

○

17
【環境マネジメントシステム】
・ISO14001または同等の環境マネジメント規格を取得している

応用 環境 ・ISO14001に則ったEMSを⾃社で構築・運用している ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18
【環境情報開示】
・⾃社の環境の取り組みに関する情報を収集し、開示している

応用 環境 ・社外ＨＰで情報公開している ○

19
【再生可能エネルギーの利用】
・再生可能エネルギーの利用を進めている

応用 環境

・グリーン５Gの提供（ソーラーパネルや大容量蓄電池を導入したグリーン基地局の整
備に注力）
・お客様向けドコモでんきGreenの提供（再生可能エネルギーの積極活用）
・ドコモショップのグリーン電力化（再生可能エネルギーの積極活用）
・事業活動で消費する電力の実質再生可能エネルギー比率を2030年までに100%目標。

○ ○

20
【天然資源の持続的利用】
・天然資源の持続的利用に配慮した調達を⾏っている

応用 環境
・環境マネジメントシステムの構築などの企業体制評価
・携帯電話や通信設備などのサプライヤーから、環境に配慮した製品などの導入を推進

○ ○ ○ ○

21
【３Rの推進】
・リデュース、リユース、リサイクルの推進を⾏っている

応用 環境
・通信設備のリユース・リサイクルの取組
・携帯端末のリサイクルの取組

○ ○ ○ ○ ○ ○

22
【汚職・贈収賄防止】
・汚職・贈収賄を禁止する方針を掲げ、社員に教育している

基本 社会
・倫理の保持についての規程を制定
・贈収賄防止ハンドブックを制定
・ビジネスナレッジ教材による年１度の研修を実施

○

23
【公正な競争】
・不正競争⾏為に関与しない方針を掲げ、社員に教育している

基本 社会
・公正競争遵守の徹底に向けての規程を制定（公正競争マニュアル）
・競争法ハンドブックの制定
・ビジネスナレッジ教材による年１度の研修を実施

○

24
【知的財産保護】
・知的財産を保護するよう、適切な取り組みを進めている

基本 社会
・特許等処理規程の制定
・ビジネスナレッジ教材による年１度の研修を実施

○ ○

25
【個人情報保護】
・個人情報を適切に管理している

基本 社会
・情報セキュリティの規程、基準、マニュアルを制定
・四半期毎に情報セキュリティ点検を実施
・ビジネスナレッジ教材による年１度の研修を実施

  ○

26
【紛争鉱物】
・紛争鉱物を取り扱っていないことを確認している

応用 社会
・調達活動における社会的責任を果たすため、サプライヤの皆様と連携し、サプライ
チェーンの透明性を確保するとともに、同法の趣旨に鑑み、武装勢力の資金源となる
「紛争鉱物」の不使用に向けた取り組みを推進

○

環境

公正な
事業慣

⾏



27

【サプライチェーン管理】
・サプライヤー、事業パートナー等に対し、人権侵害（低賃金労働、児童労働、劣悪な労働環境等）の防止、生
物多様性や生態系への悪影響の防止、倫理面での適切な対応（ハラスメント・汚職・贈収賄防止）のための取組
を要請している

応用 社会
・人権、環境、安全等の社会的課題をふまえてサプライチェーンのあるべき・めざすべ
き姿を考慮し、NTTグループがサプライヤの皆さまに遵守を求める内容を記載した文書
として、「NTTドコモサプライチェーンサステナビリティ推進ガイドライン」を制定

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28
【製品・サービスの安全性】
・⾃社の製品・サービスの安全性を確保するための仕組みを構築している

基本 経済

・携帯電話メーカーとともに設計段階から安全性に配慮した製品開発に努め、製品の発
売までの各プロセスにおいて、厳しい評価基準に基づいて安全性を十分に確認しており
ます。
・出荷・納品時における関連規制で定められたラベリングの実施、グリーン調達の基準
に基づく梱包材の使用など、あんしんで安全な製品として基準を完全にクリアした段階
で製品の提供を実施しております。

○ ○

29
【品質保証】
・顧客に品質のよいモノやサービスを提供するための仕組みを確立している

基本 経済

・ネットワークの通信状況について定期的な調査を⾏い、通話品質の向上に取り組んで
います。
・お客様からの電波に関するご意見はＨＰの「電波お困りごと窓口」にお寄せいただ
き、改善につなげています。

○

30
【環境配慮製品】
・ライフサイクルで環境に配慮した製品の開発・設計を進めている

応用
経済、環

境

・環境配慮型商品の積極的採用とお客様への提供
※スマホarrows N：約67％リサイクル素材を使用し、製造工程に再生可能エネルギーを
使用

○ ○ ○ ○ ○

31
【社会課題解決製品・サービス】
・社会課題を解決する製品・サービスの開発・展開を進めている

応用
社会、経

済

・食品ロス削減に消費者と挑戦する、消費者参加型サービス「ecobuy」の提供
・違法、有害サイトへの閲覧や有害アプリの利用を防ぐ「フィルタリングサービス」を
提供
・犯罪から子どもを守ることができるよう、地図上で居場所を確認できる「イマドコ
サーチ」の提供
・お客様の声をもとに「ドコも・ハーティスタイル」を推進

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32
【地域への影響への配慮】
・⾃社事業が地域に及ぼす影響に配慮し、適切に取り組んでいる

基本
環境、経

済

研究開発・イノベーションの推進による社会課題解決を推進しおります。
・ドコモの技術を軸とした実証フィールドでの新たな価値検証
 目標値 10件以上/毎年度※ドコモグループ全体

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

33
【社会貢献活動】
・寄付、ボランティア等を含む、社会貢献活動に積極的に取り組んでいる

応用 社会

・災害時にチャリティサイトを開設し、窓口となってお客様に募金を呼びかけを⾏い、
ｄポイントやｄ払いなどを活用した寄付を受付、多くの方に寄付していただける仕組み
を設けています。
・山梨支店として、学校への出張スマホ教室を通じて、⻘少年のSNS等の安全・安⼼な
利用の促進を実施

○  ○ ○ ○  ○

34
【地域資源の積極的利用】
・地域資源の積極的利用（地産地消、地産外商）を⾏っている

応用
環境、社
会、経済

地域資源のアピールと売上拡大を⾏っている
・取引先企業の山梨県の名産品を取り上げ、社内における物販会の開催
・山梨県で活動しているカルチャー講師と共同でイベントを実施
・ノベルティ購入は本社所在地が山梨県の企業を利用

○ ○ ○ ○ ○  

35
【法令遵守】
・法令遵守の考え方が社内に十分浸透している

基本 社会
・eラーニング等による定期的な研修実施
・各種法令に関する解説マニュアルを社内展開
・法務部にて社員フォローを実施

○

36
【内部管理体制】
・経営理念（及びSDGsとの関係）・経営目標の社内への共有が⾏われている

基本
環境、社
会、経済

・経営理念や事業計画は全社員が閲覧可能な環境（社内HP等）を準備
・SDGsに関する社内向け特設HP開設

○ ○ ○

37
【法令遵守】
・法令遵守が確実に⾏われるよう、体制・仕組みが整備されている

応用 社会
取締役会および監査役会を設置し、経営の健全性と透明性を高めるコーポレートガバナ
ンス推進体制を構築

○

38
【組織体制】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に関連する事項に対応する担当、専門部署など体制が整備されている

応用
環境、社

会

ドコモ本社にサステナビリティ推進室を設置。
「CSR」 、「環境」、 「働き方改革」 、「ダイバーシティ」、「人権啓発」等に関す
る取組みについて、社会的要請や環境変化を迅速に把握し、柔軟かつスピード感をもっ
て推進するための体制を構築。

○

39
【リスクマネジメント】
・法令遵守、環境安全衛生、労働環境などに関するリスクを特定、評価し、マネジメントするプロセスが整備さ
れている

応用
社会、経

済

「安全管理規程」および「健康管理規定」を規定し、労働基準法および労働安全衛生法
等の関係法令等の遵守はもとより、各事業場において安全衛生管理体制を定め、総括安
全衛生管理者を選任し、その下に安全管理者、衛生管理者（小規模事業場では安全衛生
推進者）を配置

○

40
【企業の社会的責任】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対し、責任を持って対応するCSR（Corporate Social Responsibility）の
取組を進めている

応用
環境、社

会

ドコモは、地域や世代を問わず、人々があんしん・安全かつ快適で豊かに暮らすことが
できる社会の構築をめざし、実現するために、さまざまなステークホルダーとエンゲー
ジメントを高め、製品・サービスの改善および社会貢献活動の取組みを実施

○  
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【ステークホルダーとの対話】
・ステークホルダーと対話し、⾃社活動のステークホルダーへの影響を把握し、適切に対応している

応用 社会
ステークホルダーの皆さまからのご意見やご要望を企業活動に積極的に取り入れ、社会
の持続的発展と企業価値の向上につなげていくために、さまざまな取り組みを実施

○ ○

42
【事業継続】
・事故や災害などの発生に伴う事業中断を想定した戦略を立案している

応用
環境、社
会、経済

大規模災害やパンデミックが発生した際の事業継続計画（BCP）を含めた「災害対策マ
ニュアル」を策定し、グループ各社へ共有のうえ、各社単位でも作成することで、個々
の事業内容や経営環境等に応じたビジネスリスクをコントロールしている

○ ○ ○ ○

組織体
制

社会貢
献・地
域貢献

製品・
サービ

ス
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【事業承継】
・事業承継に関する検討・対策を⾏っている

応用
社会、経

済
○ ○ ○

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

【その他独⾃に⾏っている取組】

【社員の意識醸成】
・活動の意識を高める仕組みづくりを実施する

【地域住⺠のデジタルデバイド格差解消】
・デジタルにおいて全ての人々が平等に恩恵を受け入れられる社会の推進

ドコモショップ、⾃治体・各団体等と連携したスマホ教室の開催を実施することで、スマホ移⾏の促進及びス
マホ利用におけるリテラシー向上を図っている

具体的な取組

一人ひとりサスティナビリティ活動の宣言を⾏い、強化月間を設けて毎日の⾏動を支店社員全員へ発信を実施

独⾃に設定したSDGsに資する取組

【記載留意事項】
・「期待レベル」の「基本」の項目のすべてに「具体的な取組」が記載されることが登録の必須条件となります。なお、今回の宣言に合わせて、今後、取り組む予定のものにあっても「具体的な取組」を記載いただければ登録が可能です。（今後、取り組むものについて
は、「具体的な取組」の前に【予定】と記載してください。）
・「チェック項目」が事業形態上（個人事業主等）、該当しない場合には、「具体的な取組」欄に、【非該当】と記載し、あわせて、その理由を記載してください。
・「具体的な取組」には、チェック項目に関する具体的な取組を記載してください。 また、取組に関連する国際機関、国、県、市町村等の認証・認定等を取得している場合は、その旨を併せて記載してください。
・山梨県として力を入れている項目は、「山梨県総合計画（２０２１年改定版）」に掲載していますので、関連する「具体的な取組」がある場合は、記載してください。また、山梨県が取り組むＳＤＧｓに関する内容（水素・燃料電池、４パーミル・イニシアチブ、アニ
マルウェルフェアなど）を活用している場合も併せて記載してください。（次項の【その他独⾃に⾏っている取組】も同様。）


